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『 消 費 者 契 約 法 （１） 』 

 平成１３年４月１日から消費者契約法が施行されることになりました。賃貸マンショ

ンのオーナーは事業者ですが、他の場面では消費者です。この消費者契約法は、事業者

と消費者との間の公正な取引のルールを定めた法律です。消費者契約法第１条はその目

的として「この法律は、消費者と事業者との情報の質及び量並びに交渉力の格差にかん

がみ、事業者の一定の行為により消費者が誤認し、または困惑した場合について契約の

申し込み又はその承諾の意思表示を取り消すことが出来ることとするとともに、事業者

の損害賠償の責任を免除する条項その他の消費者の利益を不当に害することとなる条項

の全部又は一部を無効とすることにより、消費者の利益の擁護を図り、もって国民生活

の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。」と定めています。 

 この法律は事業者と消費者との間の包括的な契約ルールを定めようとするもので、今

後事業者の立場であれ消費者の立場であれ、適用される場合の多い法律です。今回は事

業者である家主の立場で適用される可能性のある事例について２つほど説明します。 

１． 家屋の賃貸借契約では、借主が契約解除後明渡しまで月額家賃の２倍の損害金を

支払うとの定めがなされることがあります。ところで、この法律の第９条１項では、

消費者契約の解除に伴う損害賠償の予定などが、解除の事由、時期等の区分に応じ

当該事業者に生ずべき平均的な損害の額をこえる部分は無効である旨規定していま

す。この月額家賃の２倍をこえる損害金は消費者である借主の利益を一方的に害す

る条項と判断され一部無効とされる可能性があります。 

２． 家屋の賃貸借契約では、借主は契約終了による明渡し時に物件を契約開始時の状

態に原状回復する義務を負うとの定めがなされることがあります。この法律の１０

条では、消費者の権利を制限し、又は消費者の義務を加重する条項で民法１条２項

に規定する基本原則（信義誠実の原則）に反して消費者の利益を一方的に害するも

のは無効であると定めています。この原状回復の内容が自然損耗まで含めたもので

あれば、本来借主には回復義務のないものですので、その損害を借主に負担させる

ことは借主に不当な負担をさせるもので無効と判断される可能性があります。 

 今後、この法律が不動産賃貸借契約のどのケースで適用されることになるかは多くの

事例の蓄積の中で検討していく必要がありますが、これまでのように家主に一方的に有

利な契約はありえないということを理解していくことが必要だと思います。 


